
 
 

   
 

一

 
 
 
格
差
是
正
及
び
経
済
成
長
の
た
め
に
講
ず
べ
き
税
制
上
の
措
置
等
に
関
す
る
法
律
案
 

 
（
趣
旨
）
 

第
一
条
 
こ
の
法
律
は
、
社
会
経
済
情
勢
の
急
激
な
変
化
に
伴
い
国
民
の
間
に
生
じ
て
い
る
経
済
的
格
差
そ
の
他
の

格
差
を
是

正
し
、
及
び
そ
の
固
定
化
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、
雇
用
及
び
国
内
投
資
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
等
に
よ
り
経
済
成
長

を
促
す

こ
と
が
、
我
が
国
の
経
済
社
会
の
持
続
的
な
発
展
の
た
め
に
緊
要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
個
人
所
得
課
税
、

資
産
課

税
、
法
人
課
税
及
び
消
費
課
税
等
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
個
人
所
得
課
税
に
関
す
る
措
置
及
び
資
産
課
税
に
関
す
る
措
置
）
 

第
二
条
 
政
府
は
、
国
民
の
勤
労
の
意
欲
を
著
し
く
阻
害
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
配
慮
し
つ
つ
、
経
済
的
格
差
の
是

正
、
税
負

担
の
公
平
性
等
の
観
点
か
ら
、
金
融
所
得
課
税
に
係
る
所
得
税
並
び
に
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
を
合

わ
せ
た

税
率
の
百
分
の
二
十
五
へ
の
引
上
げ
、
配
偶
者
控
除
を
含
め
た
所
得
控
除
の
在
り
方
の
見
直
し
そ
の
他
の
個
人
所
得

課
税
の

改
革
に
つ
い
て
早
急
に
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
法
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
政
府
は
、
国
民
の
資
産
の
形
成
の
意
欲
を
著
し
く
阻
害
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
配
慮
し
つ
つ
、
経
済
的
格
差
の

是
正
、
税

負
担
の
公
平
性
等
の
観
点
か
ら
、
相
続
税
の
課
税
ベ
ー
ス
（
課
税
標
準
と
さ
れ
る
べ
き
も
の
の
範
囲
を
い
う
。
）
の

拡
大
そ



 

  
 

二

の
他
の
資
産
課
税
の
改
革
に
つ
い
て
早
急
に
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
法
制
上
の
措
置
を
講
ず

る
も
の

と
す
る
。
 

 
（
法
人
の
実
効
税
率
の
引
下
げ
等
に
関
す
る
検
討
）
 

第
三
条
 
政
府
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
十
号
）
第
十
四
条
の
規
定
に

よ
る
復
興

特
別
法
人
税
の
指
定
期
間
の
短
縮
及
び
こ
れ
ま
で
行
わ
れ
て
き
た
法
人
の
実
効
税
率
の
引
下
げ
に
係
る
政
策
的
な
効

果
を
検

証
し
た
上
で
、
雇
用
及
び
国
内
投
資
の
拡
大
の
観
点
か
ら
、
更
な
る
法
人
の
実
効
税
率
の
引
下
げ
、
投
資
に
係
る
減

税
、
社

会
保
険
料
に
係
る
事
業
主
の
負
担
の
軽
減
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

 
（
医
療
、
介
護
等
に
係
る
消
費
税
の
課
税
の
在
り
方
に
関
す
る
措
置
）
 

第
四
条
 
政
府
は
、
医
療
、
介
護
等
に
係
る
消
費
税
の
課
税
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日

ま
で
に
検

討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
速
や
か
に
必
要
な
法
制
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
車
体
課
税
に
関
す
る
措
置
）
 

第
五
条
 
政
府
は
、
自
動
車
の
取
得
に
関
し
消
費
税
と
と
も
に
自
動
車
取
得
税
が
課
さ
れ
る
等
自
動
車
の
取
得
等
に

係
る
国
民

の
税
負
担
が
重
く
、
か
つ
、
そ
の
税
負
担
が
我
が
国
の
基
幹
的
な
産
業
で
あ
る
自
動
車
製
造
業
、
自
動
車
販
売
業
等

に
重
大



 
 

   
 

三

な
影
響
を
与
え
て
お
り
、
自
動
車
が
交
通
手
段
と
し
て
国
民
一
般
に
普
及
し
て
い
る
現
状
に
お
い
て
は
、
消
費
税
率

の
引
上

げ
が
こ
れ
ら
を
一
層
増
大
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
こ
と
等
に
よ
り
国
民
生
活
及
び
我
が
国
の
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
が
大

き
い
こ

と
に
鑑
み
、
車
体
課
税
（
自
動
車
重
量
税
、
自
動
車
取
得
税
、
自
動
車
税
及
び
軽
自
動
車
税
の
課
税
を
い
う
。
以
下

こ
の
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
実
施
す
る
た
め
必

要
な
法

制
上
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 

 
一
 
自
動
車
取
得
税
を
廃
止
す
る
こ
と
。
 

 
二
 
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
九
十
条
の
十
一
か
ら
第
九
十
条
の
十
一
の
三
ま

で
に
規
定

す
る
自
動
車
重
量
税
率
の
特
例
を
廃
止
す
る
こ
と
。
 

 
三
 
車
体
課
税
（
自
動
車
取
得
税
の
課
税
を
除
く
。
）
の
更
な
る
簡
素
化
、
負
担
の
軽
減
及
び
グ
リ
ー
ン
化
（
環
境
へ
の
負

荷
の
軽
減
に
資
す
る
た
め
の
施
策
を
い
う
。
）
を
図
る
こ
と
。
 

２
 
政
府
は
、
前
項
の
法
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
こ
れ
に
よ
り
生
ず
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
の

減
収
を
埋

め
る
た
め
の
財
源
を
確
保
し
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
の
財
政
状
況
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
の
な
い
よ
う
適
切
な
措

置
を
講

ず
る
も
の
と
す
る
。
 



 

  
 

四

 
（
地
方
税
法
の
一
部
改
正
）
 

第
六
条
 
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
 

 
 
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ロ
中
「
三
千
九
百
円
」
を
「
三
千
百
円
」
に
改
め
、
同
号
ハ
中
「
六
千
九
百
円
」
を
「

五

千
五
百
円
」
に
、
「
一
万
八
百
円
」
を
「
七
千
二
百
円
」
に
、
「
三
千
八
百
円
」
を
「
三
千
円
」
に
、
「
五
千
円
」

を
「
四

千
円
」
に
改
め
る
。
 

 
（
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）
 

第
七
条
 
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
 

 
 
第
一
条
中
地
方
税
法
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
の
改
正
規
定
を
削
る
。
 

 
 
第
二
条
中
地
方
税
法
附
則
第
三
十
条
の
改
正
規
定
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
 

 
 
 
附
則
第
三
十
条
第
一
項
の
表
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ロ
の
項
中
「
三
千
九
百
円
」
を
「
三
千
百
円
」
に
、
「
千

円
」
を
「
八
百
円
」
に
改
め
、
同
表
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ハ
の
項
中
「
六
千
九
百
円
」
を
「
五
千
五
百
円
」

に
、
「
千
八
百
円
」
を
「
千
四
百
円
」
に
、
「
一
万
八
百
円
」
を
「
七
千
二
百
円
」
に
、
「
二
千
七
百
円
」
を
「
千
八
百

円
」
に
、
「
三
千
八
百
円
」
を
「
三
千
円
」
に
、
「
千
円
」
を
「
八
百
円
」
に
、
「
五
千
円
」
を
「
四
千
円
」
に
、
「
千



 
 

   
 

五

三
百
円
」
を
「
千
円
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
の
表
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ロ
の
項
中
「
三
千
九
百
円
」
を
「
三

千
百
円
」
に
、
「
二
千
円
」
を
「
千
六
百
円
」
に
改
め
、
同
表
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ハ
の
項
中
「
六
千

九
百

円
」
を
「
五
千
五
百
円
」
に
、
「
三
千
五
百
円
」
を
「
二
千
八
百
円
」
に
、
「
一
万
八
百
円
」
を
「
七
千
二
百
円
」

に
、

「
五
千
四
百
円
」
を
「
三
千
六
百
円
」
に
、
「
三
千
八
百
円
」
を
「
三
千
円
」
に
、
「
千
九
百
円
」
を
「
千
五
百
円
」
に
、

「
五
千
円
」
を
「
四
千
円
」
に
、
「
二
千
五
百
円
」
を
「
二
千
円
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
の
表
第
四
百
四
十
四
条

第
一

項
第
二
号
ロ
の
項
中
「
三
千
九
百
円
」
を
「
三
千
百
円
」
に
、
「
三
千
円
」
を
「
二
千
四
百
円
」
に
改
め
、
同
表
第

四
百

四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
ハ
の
項
中
「
六
千
九
百
円
」
を
「
五
千
五
百
円
」
に
、
「
五
千
二
百
円
」
を
「
四
千
二
百
円
」

に
、
「
一
万
八
百
円
」
を
「
七
千
二
百
円
」
に
、
「
八
千
百
円
」
を
「
五
千
四
百
円
」
に
、
「
三
千
八
百
円
」
を
「

三
千

円
」
に
、
「
二
千
九
百
円
」
を
「
二
千
三
百
円
」
に
、
「
五
千
円
」
を
「
四
千
円
」
に
、
「
三
千
八
百
円
」
を
「
三
千
円
」

に
改
め
る
。
 

 
 
附
則
第
一
条
第
六
号
中
「
第
一
条
中
地
方
税
法
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
号
イ
及
び
第
三
号
の

改
正
規
定

並
び
に
」
を
削
り
、
「
、
第
十
一
条
第
三
項
、
第
十
三
条
第
三
項
、
第
十
四
条
並
び
に
第
十
五
条
第
一
項
（
二
十
八

年
新
法

附
則
第
三
十
条
第
一
項
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
二
項
（
二
十
八
年
新
法
附
則
第
三
十
条
第
二
項
に
係
る
部

分
に
限



 

  
 

六

る
。
）
」
を
「
及
び
第
十
一
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
八
号
中
「
第
十
六
条
第
三
項
」
を
「
第
十
四
条
第
三

項
」
に

改
め
る
。
 

 
 
附
則
第
十
二
条
第
七
項
中
「
附
則
第
十
七
条
第
二
項
」
を
「
附
則
第
十
五
条
第
二
項
」
に
改
め
る
。
 

 
 
附
則
第
十
三
条
第
三
項
を
削
り
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。
 

 
 
附
則
第
十
四
条
及
び
第
十
五
条
を
削
り
、
附
則
第
十
六
条
を
附
則
第
十
四
条
と
し
、
附
則
第
十
七
条
か
ら
第
二

十
三
条
ま

で
を
二
条
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。
 

 
 
 
附
 
則
 

 
（
施
行
期
日
）
 

１
 
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
六
条
の
規
定
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 
（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）
 

２
 
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
八
年
度
以
後
の

年
度
分
の

軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
二
十
七
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
 

 
（
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）
 



 
 

   
 

七

３
 
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
 

 
 
第
二
条
中
地
方
税
法
附
則
第
三
十
条
第
一
項
の
改
正
規
定
を
削
る
。
 

 
 
附
則
第
一
条
第
十
六
号
中
「
、
第
十
二
条
の
三
第
一
項
及
び
第
三
十
条
第
一
項
」
を
「
及
び
第
十
二
条
の
三
第

一
項
」
に

改
め
る
。
 





 
 

   
 

九

 
 
 
 
 
理
 
由
 

 
社
会
経
済
情
勢
の
急
激
な
変
化
に
伴
い
国
民
の
間
に
生
じ
て
い
る
経
済
的
格
差
そ
の
他
の
格
差
を
是
正
し
、
及
び

そ
の
固
定

化
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、
雇
用
及
び
国
内
投
資
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
等
に
よ
り
経
済
成
長
を
促
す
こ
と
が
、
我
が

国
の
経
済

社
会
の
持
続
的
な
発
展
の
た
め
に
緊
要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
個
人
所
得
課
税
、
資
産
課
税
、
法
人
課
税
及

び
消
費
課

税
等
に
関
し
講
ず
べ
き
措
置
を
定
め
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。
 


